
　

１　健全化判断比率

（１）　実質赤字比率

　　　 ○早期健全化基準以上の団体はない。

　　　 ○全ての市町において黒字。

（２）　連結実質赤字比率

　　　 ○早期健全化基準以上の団体はない。

（３）　実質公債費比率

平成２０年度決算に係る県内市町の健全化判断比率等について

平成21年9月25日

　　　 ○全ての市町において黒字。

健全化判断比率等について（ポイント）

　　　 ○早期健全化基準以上の団体はない。

　　　 ○市町平均　　１４．５％

　　　 ○起債許可団体（１８％以上）　　１０団体

（４）　将来負担比率

　　　 ○早期健全化基準以上の団体はない。

　　　 ○市町平均　　１４８．１％

２　資金不足比率

　　　 ○経営健全化基準以上　　　　　　　　  １団体１会計

市町名 比率

白山市 202.7%観光事業特別会計（スキー場）

　　　 ○資金不足が生じた公営企業会計　　４団体４会計（全会計２３団体１０６会計）

公営企業会計名等



 

○市町別健全化判断比率の状況 （単位：％）

Ｈ２０ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ１９

金 沢 市 － － － － 9.5 9.4 119.5 133.3

七 尾 市 － － － － 20.5 20.1 210.3 229.4

小 松 市 － － － － 15.8 14.5 228.0 224.8

輪 島 市 － － － － 20.5 19.4 245.5 273.2

珠 洲 市 － － － － 21.0 20.9 122.2 133.3

加 賀 市 － － － － 15.3 15.4 126.8 129.0

羽 咋 市 － － － － 19.3 16.4 196.9 232.5

か ほ く 市 － － － － 14.4 16.2 138.1 170.1

将来負担比率

市 町 名

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率

白 山 市 － － － － 19.7 20.0 186.7 196.3

能 美 市 － － － － 12.2 11.3 5.0 79.9

川 北 町 － － － － 16.5 16.7 70.5 75.4

野 々 市 町 － － － － 9.8 9.9 34.6 46.0

津 幡 町 － － － － 19.9 19.7 154.4 171.1

内 灘 町 － － － － 13.0 14.5 96.1 113.3

志 賀 町 ※ － － － － 13.6 14.6 126.9 135.1

宝 達 志 水 町 － － － － 20.2 18.7 281.5 293.6

中 能 登 町 － － － － 19.0 15.8 191.8 194.8

穴 水 町 － － － 11.10 22.1 21.4 210.3 220.7

能 登 町 － － － － 19.2 21.1 175.4 208.9

県内市町平均 　 14.5 14.3 148.1 163.4

早期健全化基準 25% 350%

財政再生基準 20% 　 40%
(経過基準)

　 35% －

（注１） 「実質公債費比率」欄の　　　　　　　　　は、起債許可基準（１８％）以上の団体。　　　　　　　　　　　　

（注２） 健全化判断比率を議会に報告していない団体には、市町名の横に「※」を付している。

財政規模に応じて11.25％～15％ 財政規模に応じて16.25％～20％



○公営企業会計別資金不足比率の状況

（単位：％）

団 体 名 公営企業会計 Ｈ２０ Ｈ１９ 団 体 名 公営企業会計 Ｈ２０ Ｈ１９

金 沢 市 ガス事業特別会計 － － 白 山 市 温泉事業特別会計 － －

水道事業特別会計 － － 宅地造成事業特別会計 － －

発電事業特別会計 － － 工業団地造成事業特別会計 － －

工業用水道事業特別会計 － － 能 美 市 水道事業会計 － －

公共下水道事業特別会計 － － 工業用水道事業会計 － －

中央卸売市場事業特別会計 － － 市立病院事業会計 － －

公設花き地方卸売市場事業特別会計 － － 公共下水道事業特別会計 － －

病院事業特別会計 － － 農業集落排水事業特別会計 － －

農村下水道事業費特別会計 － － 温泉事業特別会計 － －

工業団地造成事業費特別会計 － － 川 北 町 簡易水道事業特別会計 － －

市街地再開発事業費特別会計 － － 農業集落排水事業特別会計 － －

住宅団地建設事業費特別会計 － － 野 々 市 町 水道事業会計 － －

七 尾 市 水道事業会計 － － 下水道事業特別会計 － －

簡易水道事業特別会計 － － 津 幡 町 国民健康保険直営河北中央病院事業会計 － －

下水道事業特別会計 － － 水道事業会計 － －

観光施設事業特別会計 － － 簡易水道事業特別会計 － －

公設地方卸売市場事業特別会計 － － 公共下水道事業特別会計 － －

分譲宅地造成事業特別会計 － － 農業集落排水事業特別会計 － －

小 松 市 水道事業会計 － － 内 灘 町 水道事業会計 － －

国民健康保険小松市民病院事業会計 － － 公共下水道事業特別会計 － －

簡易水道事業特別会計 － － 新エネルギー事業特別会計 － －

公共下水道事業特別会計 － － 志 賀 町 水道事業会計※ － －

農業集落排水事業特別会計 － － 町立富来病院事業会計※ － －

工業団地造成事業特別会計 － － 簡易水道事業特別会計※ － －

輪 島 市 病院事業会計 2.9 8.0 公共下水道事業特別会計※ － －

国民宿舎事業会計 － 52.4 農業集落排水事業特別会計※ － －

水道事業会計 － － 地域し尿処理施設整備事業特別会計※ － －

公共下水道事業特別会計 － － 宝 達 志 水 町 水道事業会計 － －

特定環境保全公共下水道事業特別会計 － － 下水道事業会計 － －

農業集落排水事業特別会計 － － 国民健康保険志雄病院事業会計 － －

漁業集落排水事業特別会計 － － 中 能 登 町 水道事業会計 － －

浄化槽事業特別会計 － － 下水道事業特別会計 － －

臨空産業団地造成事業特別会計 － － 分譲宅地造成事業特別会計 － －

臨海土地造成事業特別会計 － － 穴 水 町 病院事業会計 8.1 33.3

珠 洲 市 病院事業会計 － － 水道事業会計 － －

水道事業会計 － － 国民保養センター特別会計 － 737.0

下水道事業特別会計 － － 公共下水道事業特別会計 － －

農業集落排水事業特別会計 － － ゴルフ練習場特別会計 　 －

国民宿舎事業特別会計 － － 能 登 町 病院事業会計 14.4 10.0

加 賀 市 水道事業会計 － － 水道事業会計 － －

病院事業会計 － － 公共下水道事業特別会計 － －

下水道事業特別会計 － － 農業集落排水事業特別会計 － －

土地区画整理事業特別会計 － － 漁業集落排水事業特別会計 － －

羽 咋 市 水道事業会計 － － 浄化槽整備推進事業特別会計 － －

千石簡易水道特別会計 － － 簡易水道事業特別会計 － －

公共下水道事業特別会計 － － 観光施設特別会計 － －

特定環境保全公共下水道事業特別会計 － －

農業集落排水事業特別会計 － －

浄化槽事業特別会計 － －

か ほ く 市 水道事業会計 － －

下水道事業会計 － －

白 山 市 水道事業会計 － －

工業用水道事業会計 － －

簡易水道事業特別会計 － －

下水道事業特別会計 － －

観光事業特別会計 202.7 245.7

（２３団体１０６会計）
（注１）　　　　　　　 は経営健全化基準（２０％）以上の公営企業会計。

（注２） 資金不足比率を議会に報告していない団体には、特別会計の横に「※」を付している。

－

－

経 営 健 全 化 基 準

－－

－

七 尾 鹿 島 広
域圏事務組合

病院事業会計

羽 咋 郡 市 広
域圏事務組合

20%

公立羽咋病院事業会計

南 加 賀 広 域
圏 事 務 組 合

公設地方卸売市場特別会計※

白 山 石 川
医 療 企 業 団

公立松任石川
中央病院事業会計※

公立つるぎ病院事業会計※

－

－

－

－

－



○自主的な改善努力による
財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
 外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公表

・早期健全化が著しく困難と認められると
きは、総務大臣又は知事が必要な勧告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生
・財政再生計画の策定（議会の議決）、
  外部監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、
　同意を求めることができる
　【同意無】
　・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

　【同意有】
　・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期
　　間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
　場合等においては、予算の変更等を勧告

○赤字団体が申出により、財
政再建計画を策定（総務大
臣の同意が必要）

　　
　　　　

財政の再生

地方財政再建促進特別措置法

新
し
い
法
制

旧
制
度

（
　健
全
財
政
）

（
　財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示の
徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
　赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
　三セク等を含めた実質的負債による
　指標

→監査委員の審査に付し議会に報告し公表

健全段階

＜旧制度の課題＞

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負
債等）の財政状況に課題があっても対象とならない

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題
○公営企業もこれに準じた再建制度
　（地方公営企業法)

財政の早期健全化

（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）

※赤字比率が５％以上の都道府県、２０％以上
の市町村は、法に基づく財政再建を行わなけれ
ば建設地方債を発行できない

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

※従来の再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められる

②～④

財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ

財
政
悪
化早期健全化段階 再生段階

早期健全化基準 財政再生基準

（参考）従来の再建制度

①
早期健全化団体の計画目標
　・①は均衡する（０％）こと
　・②～④は早期健全化基準

を下回ること

再生団体の計画目標
　・①は均衡する（０％）こと
　・②～④は早期健全化基準

を下回ること

①

②～④

０％

再生団体

実質赤字比率
０％

経営健全化基準

準用再建団体

公営企業
会計

早期健全化団体

（財政の早期健全化・再生）

（公営企業の経営健全化）

⑤資金不足比率

経営健全化団体
⑤計画目標

　・⑤は経営健全化基準を下回ること

市町村：11.25～15％/都道府県：3.75％ 市町村：20％/都道府県：5％

市町村：16.25～20％/都道府県：8.75％　 市町村：30％/都道府県：15％ （※）

（※）　３年間の経過措置(基準緩和）あり。
　　・Ｈ21・22 ： 市町村40％、県25％（Ｈ20・21決算）
　　・Ｈ23　    ： 市町村35％、県20％（Ｈ22決算）
　　・Ｈ24～   ： 市町村30％、県15％（Ｈ23決算～）      
    

市町村・都道府県：25％ 市町村・都道府県：35％

市町村：350％/都道府県：400％

市町村・都道府県：20％

①実質赤字比率（現行）

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率



　
○　各比率の算式

１ 実質赤字比率

２ 連結実質赤字比率

３ 実質公債費比率

４ 将来負担比率

５ 資金不足比率

○　各比率の対象範囲

連
結
実
質
赤
字
比
率

宅地造成

観光

水道

一般会計等

公営企業

一般会計

消防

土地開発公社地方公社

国民健康保険

介護保険

公営事業会計

会　　計　　区　　分 主な会計区分等

第三セクター

一部事務組合等

その他

下水道

収益事業

一部事務組合・広域連合

競馬

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

簡易水道

病院

ケーブルテレビ

墓地公苑

公共用地先行取得

一般廃棄物処理

し尿処理

病院

実
質
公
債
費
比
率

＝

実質公債費比率 ＝
（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額）

実
質
赤
字
比
率

実質赤字比率
標準財政規模

一般会計等の実質赤字額

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

※標準財政規模：地方税、普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財源（使途の特定されていない財源）のことで、各地方公共団体の
    標準的な財政規模を示すもの

※準元利償還金：・一般会計等（普通会計の範囲に相当）から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還財源に充てたと
　 　　　　　　　　　　  認められるもの
　　　　　　　　　　　 ・組合への負担金・補助金のうち、組合が起こした地方債の償還財源に充てたと認められるもの
　　　　　　　　　　　 ・債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの　等

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

資金不足比率 ＝

※将来負担額：地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準ずるもの）、公営企業への繰出見込額（公債費分）、退職手当の負
　                    担見込額、設立法人の負債額等の負担見込額（損失補償等による負担）、連結実質赤字額　等

資金の不足額

事業の規模（営業収益－受託工事収益）
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